






提出論文 「暖簾会計の研究一概念 と制度一」(以下、本論文 という。)は、暖簾会計をめぐ














実に限定 されてきたことを表 してい る。 さらに、暖簾の償却の是非に関する問題は、企業 会
計における損益計算の意義を問い颪す重要な研究課題である。
本論文は、このような暖簾会計の問題を非常に広範 な視点か ら論 じている。その研究は、
概念的研究と制度的研究の2部 構成となっている。
第1部 の概念的研究においては、暖簾がシナジーであるというシナジー的暖簾観 を導出 し
ている。膨大な内外の文献を渉猟す ることによって、大きくは、無形財的暖簾観、超過利潤




簾概念がシナジー的暖簾観 を中心に位置づけることが可能である点 を指摘 し、従来の3つ の
暖簾観から整合的に解釈 しうることを示そうとしている。
第2部 においては、暖簾会計をめぐる制度的な諸課題に対する解答 を得る目的で、シナジ












































































第2節 企業結合時に発生す る貸方差額の会計処理とその類型一 日本および諸外国に
おける現行諸基準および公開草案の比較整理













































代の視点からみると無形資産 として認識 され るもの.、無形資産ではあるけれども認識は さ




第2の 超過利潤的暖簾観は、暖簾 を除いた総投資にもとつ く正常収益を考慮に入れた価値
に対する将来の予想収益の超過部分、つまり超過利潤に焦点をあてて暖簾をみる見解 とされ
る。この考え方を評価の側面か らみ ると、直接法による暖簾の評価手法がその考 え方に合致
し、時の経過とともに直接法による暖簾の評価手法の基礎にある考 え方が1つ の概念と して
確立 していったものと指摘 されている。
第3の 残余的暖簾観は、r全 体の価値から個別の資産および負債の合計額を控除 した残
余として暖簾をみる見解とされ る。.;.と.の考 え方を評価の側面か らみると、間接法による暖簾
の評価手法がその考え方に合致するとされ.ている。




紀前半)は 、超過利潤的暖簾観が誕生 レ、普及 していった時期であり、暖簾の直接法による
評価手法が確立 したとされる。第3.期(20世紀後半)に おいては、残余的暖簾観が台頭して
きたとされる。会計基準設定主体か ら公表 される会計基準等において、暖簾は識別可能資産




的暖簾観が継承 ・発展 されたものとと.らえられている。 この考え方では、暖簾を 「雑物入れ」
として消極的にみるのではな.くむ しろ、積極的に独立 した価値のあるもの としてみており、
その点 において、従来の考え方との違いがみ られ、1つの独立 した暖簾観 として考えること




能な有形財および無形財 ならびに識別不能な無形財の相互有機的な結びつ きにより生 じるも
のであるとされ る6シナジーと区別される無形財は、 シナジーを生み出す源泉と位置づけら














本論文の第2部 では、第1部 において論 じた暖簾概念に もとづ き、暖簾会計をめぐる制度
的な課題について検討が加 えられて.いる。
まず、暖簾の制度的研究を行 うにあたっての考察の視点が示 されている,す なわち、会計
全体の枠組み として、(測定対価主義、原価配分原理(費 用配分の原則)お よび原価 一実現
主義 とい う3つの構造的な特徴を有する)伝統的な取得原価主義会計の枠組みを基本 としつ
つも、その取得原価主義会計の限界を補 うためにFASBおよびIASBにみ られ る公正価値会
計に近い考え方を導入するという会計の枠組みが提示 されている。このように取得原価主義
会計を維持 したうえで公正価値会計に近い考え方 を導.入することにより、一定 レベルの信頼
姓 と目的適合性の両方を兼ね備えた会計情報を提供す ることが可能となり、ひいては会計
情報の利用者の意思決定のために有用な会計情報 を提供す ることが可能 となると主張 して
いる。
このような枠組みを前提 として、本論文では、暖簾の資産性について肖定的な見解が示 さ
れている。上述のよ うに、本論文では、暖簾 をシナジーとみる.見解に立脚 しているが、シナ
ジ.一が資産の定義を満たすことが明らかにされている。さらに、暖簾が通常の無形資産 と1司









公正価値 を控除 した額が買入暖簾である一方、支配プレミアムに相当する部分は 「営業権」
という猛称で認識 されるべ きものであるとして、両者 を分解することを提案している。
第2に 、全部暖簾の会計処理が検討されている。現行諸基準のもとで、親会社帰属の支配





客観暖簾は暖簾 として認識するこ.とができるのではないかと主張 している。ただ し、少数株
主持分に帰属する暖簾 もシナジーとしての性格 を有する一方で、.実際に対価の.支払いが行わ
れていないので、 この部分については少数株主暖簾 として通常の買入暖簾 とは区別 されるべ
きであることを主張 している。
第3に 、段階取得の場合 に生 じる暖簾の会計処理について検討が加えられている。段階取
得の場合に生 じる暖簾は、従来は、支配を獲得することとなった企業結合時において、各取
引日における被取得企業の識別可能純資産(持 分)の 公正価値 とそれに対する支払対価 との
差額の合計として測定、認識 されてきた。本論文では、段階取得の場合に生 じる暖簾について、
有価証券の当初の保有 目的に応 じて、その会計処理を決定する方法が考察 されている。つ ま
り、当初の保有目的が売買 目的であった場合、その有価証券 はいつでも売却可能なものであ
るため、再評価による対価の増分(客 観暖簾の範囲内)も 暖簾として認識 し、その差額を利
得 とすることが可能であるとしている。一方、当初の保有 目的がもともと支配獲得 目的であ
った場合、当該有価証券は基本的には公正価値で評価 し、その取得原価 と公正価値の差額は
その他包括利益に.含まれているか、または純資産直入処理が行われているため、.再評価によ
る対価の増分(客 観暖簾の範囲内〉 を暖簾として認識 し、.その差額をその他包括利益 または
純資産直入項uの 有価証券評価差額 とすることがで きるのではないかと指摘 している。
第4の 暖簾の認識の聞題 として、内生暖簾の会計処理に検討が加えられている。内生暖簾
に関連 レて、以.下の3つ の論点が検討 されている。第.1の論点 は、.内生暖簾の測定であり、




項 目をその他包括利益にするなど、伝統的な純利益計算の体系を崩 さない会計処理 も可能で
あり、 このような会計処理を行 うことにより、損益計算書だけではなく貸借対照表にも意義
を持たせるということに繋がると指摘 されている。 さらに、この問題 に関連 して、理論r_の
暖簾ではなく分類不能資産および未認識資産 としての暖簾 を想定 した場合、一見すると内生
暖簾のようにみえるものには、支払いが行われた識別不能無形財および識別可能無形財が含
まれると指摘 されている。まず、内生暖簾にみえる(買入).識別不能無形財については、例








第5に 、負の暖簾(貸 方差額)の 会計処理について検討が加 えられている。本論文では、
取得企業による取得の対価が被取得企業の識別可能な純資産の公正価値を..ド回った場合に生















生 じたであろう(正の)暖 簾については、無償取得暖簾 として認識することが適当ではない
か と指摘 されている。当該暖簾は、買入暖簾 と同様、プラスのシナジーとしての性格 を有す
るものであり、また、企業結合により:企業が支配を獲得す ることとなったものであるからで
ある。ただ し、当該暖簾は、それに対する支払がまったく行われずに取得されたものである
ため、 このような暖簾は買入暖簾 とは分けて無償取得暖廉 としz認識すべきではないかと提
案 されている。なお、 このような無償取得暖簾 を認識す る場合 に生 じる貸方項 目は、先述 し
たバーゲンパ ーチェス利得(そ の他包括利益〉 と合わせで認識すべ きであるとされている。
第2部 では第7に 、暖簾の当初認識後の論点 として、暖 簾の償却 と非償却について検討が
加 えられている。結論的には斗暖簾については償却 を行 うべ きであると述べ られている。理
論上の暖簾であるシナジーの源泉としての識別可能な有形資産 と無形資産、および識別不能
な無形資産、ならびに企業結合によって実際に貸借対照表に計上 されている暖簾である分類
























討 されている。暖簾の減損テス トの単位については、英u基 準のように、暖簾単独での減損
テス トと暖簾を含む一定の単位での減損テス トの両方 を認め、実行.可能性に応 じて選択でき
るようにするのが望ましいとされている。暖簾の減損の認識については、暖簾の減損をタイ
ムリーに把握 し、その実態を的確に把握すべ きであると考えられるため、認識の トリガーが




とか ら、その減損の認識、減損損失の測定 ともに使用価1iが用い られるべきであると述べ ら
れている。具体的には、...一・定の単位の使屠価値か らその単位の公正価値 を控除し、その差額
と営業権の簿価 とを比較 し、その差額が営業権の簿価 を下回っていた場合(当 該単位の使用
価値一当該単位の公正価値く営業権の簿価)に.、営業権の減損が認識 される。同時に、営業
権の減損損失は、当該単位の使用価値から当該単位の公正価値 を控除 した差額が営業権の簿







以上のような検討 を踏 まえて、本論文では最後に、今後の展望 として、暖簾会計をめぐる
2つの課題 が提示 されている。
暖簾会計をめぐる第1の 課題 は、会計全体の枠組みに関わる問題である。本論文では、会





例 えば、本論文では、 さまざまな種類の暖簾(買 入暖簾、少数株主暖簾、段階取得時に再
評価 された部分の暖簾、および無償取得暖簾)に ついて、特に企業全体の公正価値にもとづ
き測定される残余に相当する暖簾 に れは、市場評価がある客観暖簾である)を認識すると














とが示 されている。 このような無形財がどこまで認識 されるかによって、暖簾にみえるもの
の本質が変わって くると述べ られている。識別不能無形財は、企業内部で創出された場合の




以上のような無形財の認識問題 によって、暖簾にみ えるものの本質が(よ りシナジーに純化
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されるという意昧において)変 わって くることとなり、それにより、暖簾の会計処埋 も変化
していくことになるか もしれないと述べ られている。






という観点から暖簾を4つ の残余 として図表化 し、.それを一貫 して第2部 の制度的研
究において活用 している点に特徴が認め られる。 これによって、シナジー的暖簾観の
応用力が確認 され、体系的 ・整合的な暖簾会計論が構築 されている。そのような意味










(3>本論文から得 られた具体的な知見 としては、次のよ うなものがある。すなわち、①現
実に認識されている暖簾には、純粋なシナジーのほか、識別不能無形財および:未認識
資産が含まれていることが明 らかにされ、 これによ り、一見すると内生暖簾にみえる
ような項 目も、EJ不 能無形財 または未認識資産 として整理 され ること、②企業結合







形財的暖簾観および超過利潤的暖簾観 につ.いては、経済環境 ・会計環境に関す る記述
があるが、残余的暖簾観については経済環境の分析が欠落す るなどのバ ランスを欠 く
面がある。また、 シナジー的暖簾観 と超過利澗的暖簾観の関係については、整合的な
.解釈を
しようと試みているものの、必ず しもそれが成功 してい るとは思われない面 も
ある。
(2)個別問題に対する提出者の主張の うち、論拠 に説得力が乏 しい との印象を受けた箇所
が散見 される。例 えば、シナジーは有形 ・無形の財 との結びつきなので無形資産でも
有形資産でもないとする結論、営業権を分離 して当該部分を支配の存続を理由に償却 ・
非償却の選択を決定する議論、暖簾の償却期間として超過利潤の存続期間よりもシナ
ジーの源泉の平均耐用年数 を優先 して用いるという結論、 さらに、暖簾(シ ナジー)




している危険性 も考えられること、取得原価主義.会計と公正価値.会計を対立 させ る構
図が.単純すぎること、貸借対照表問題 に偏重 していることなどの短所が認め られた.
また、暖簾の概念、測定および表示 に至 る問題 を暖簾の要素分解の観点か ら一..・貫 して




















以上の審査結果にもとついて、本論文提出者 山内 暁 は、「博士(商 学)早 稲田大学」
の学位 を受ける十分な資格があると認めるものである。
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